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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次

第60期

第２四半期

累計期間

第61期

第２四半期

累計期間

第60期

第２四半期

会計期間

第61期

第２四半期

会計期間

第60期

会計期間
自 平成22年３月１日

至 平成22年８月31日

自 平成23年３月１日

至 平成23年８月31日

自 平成22年６月１日

至 平成22年８月31日

自 平成23年６月１日

至 平成23年８月31日

自 平成22年３月１日

至 平成23年２月28日

売上高 （百万円） 17,109 17,906 8,689 8,906 35,065

経常利益 （百万円） 314 245 163 110 590

四半期（当期）純利益 （百万円） 263 130 109 72 418

持分法を適用した場合の
投資利益

（百万円） 4 9 1 6 10

資本金 （百万円） － － 2,291 2,291 2,291

発行済株式総数 （千株） － － 5,187 5,108 5,216

純資産額 （百万円） － － 10,679 9,316 10,844

総資産額 （百万円） － － 15,169 15,934 15,578

１株当たり純資産額 （円） － － 1,675.851,691.801,703.83

１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） 53.24 26.06 22.06 14.42 84.59

潜在株式調整後
１株当たり四半期
（当期）純利益金額

（円） 35.99 19.02 14.92 11.32 57.30

１株当たり配当額 （円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 70.4 58.5 69.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △104 445 － － △228

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 101 △808 － － 294

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △2 331 － － △18

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） － － 257 278 310

従業員数 （名） － － 303 298 302

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第60期において第一回優先株式の取得請求権行使等により、発行済株式総数は37,726株増加しております。

３　第61期第２四半期会計期間において当社保有の優先株式の消却等により、発行済株式総数が108,694株減少し

ております。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社および当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更はありま

せん。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成23年８月31日現在

従業員数(名) 298 （46）

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除いた就業人員です。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）です。

３　臨時従業員は、パートタイマーの従業員です。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社は単一セグメントであるため取扱商品別により記載しております。

　

(1)　仕入実績

当第２四半期会計期間における仕入実績を取扱商品別に示すと、次のとおりであります。

取扱商品名 　仕入高(百万円) 前年同期比(％)

切削工具 3,891 ＋1.3

機械工具 1,733 △2.1

産業機器 1,858 ＋3.2

工作機械 305 ＋56.0

そ の 他 76 △13.0

合計 7,864 ＋2.2

(注) １　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を取扱商品別に示すと、次のとおりであります。

取扱商品名 　販売高(百万円) 前年同期比(％)

切削工具 4,518 ＋1.6

機械工具 1,966 △0.3

産業機器 2,008 ＋2.7

工作機械 323 ＋53.4

そ の 他 89 △12.3

合計 8,906 ＋2.5

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の

判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」

について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1)　経営成績の分析

当第２四半期会計期間（平成23年６月１日～平成23年８月31日）における当社を取り巻く経済環境は、東日本大

震災の影響による経済活動の急激な落ち込みが見られたものの、企業のサプライチェーンの復旧に伴い徐々に生産活

動が持ち直しつつあります。しかしながら、原発事故や電力供給の問題解決には至っておらず、また歴史的な円高水準

が続くなど、先行き不透明な状況で推移しました。

このような状況のもと当社は、技術提案や新製品紹介等のセミナーを積極的に開催し、お客様への情報提供力を強

化するとともに、製造業の輪番休業に対応すべく土日の営業・出荷体制を整備するなど顧客満足度向上に努めまし

た。その結果、当第２四半期会計期間の売上高は89億６百万円（前年同期比2.5％増）となりました。

取扱商品別売上高は、切削工具は45億18百万円（前年同期比1.6％増）となりました。また機械工具は19億66百万

円（同0.3％減）、産業機器は20億８百万円（同2.7％増）、工作機械は３億23百万円（同53.4％増）となりました。

利益面では、引き続き徹底した経費削減に努めましたが、人件費、物件費の一部経費が増加したこと等により営業

利益は45百万円（前年同期比44.7％減）、経常利益は１億10百万円（同32.5％減）となり、四半期純利益は72百万円

（同33.9％減）となりました。

　

(2)　財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の資産、負債および純資産の状況は、以下のとおりです。

　
① 資産

総資産は、159億34百万円と前事業年度末から３億55百万円増加しました。これは、受取手形及び売掛金が３億94

百万円減少したものの、短期貸付金が７億99百万円増加したことが主な要因です。

　
② 負債

負債は、66億17百万円と前事業年度末から18億83百万円増加しました。これは、短期借入金が20億円増加したこ

とが主な要因です。

　
③ 純資産

純資産は、93億16百万円と前事業年度末から15億27百万円減少しました。これは、自己株式（第二回優先株式）

を16億50百万円で取得し消却を行ったことが主な要因です。なお、自己資本比率は58.5％となりました。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期会計期間のキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりです。

　

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

売上債権の増加額１億90百万円等の減少要因があったものの、税引前四半期純利益１億10百万円、仕入債務の増加

額１億45百万円、たな卸資産の減少額91百万円等の増加要因により、１億90百万円の収入超過となりました（前年同

期は86百万円の支出超過）。
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② 投資活動によるキャッシュ・フロー

短期貸付金の減少額４億円等の増加要因により、３億99百万円の収入超過となりました（前年同期は97百万円

の収入超過）。

　

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増加額７億50百万円等の増加要因があったものの、優先株式の取得による支出16億50百万円等の

減少要因により、９億９百万円の支出超過となりました（前年同期は１百万円の支出超過）。

　

④ 現金及び現金同等物の増減

以上の結果、現金及び現金同等物の四半期末残高は、第１四半期会計期間末から３億18百万円減少し、２億78百

万円となりました（前年同期は２億57百万円）。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた

課題はありません。

　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

　

第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,379,925

優先株式 250,000

計 12,629,925

　

②　【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)

(平成23年８月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成23年10月６日)

上場金融商品取引所名

または登録認可金融商品

取引業協会名

内容

普通株式 5,022,936 5,030,479
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数
10株

第一回優先株式

（当該優先株式は行使
価額修正条項付新株予
約権付社債券等です）

85,189 85,189非上場・非登録
（注）１.２.３.

４.５.６

計 5,108,125 5,115,668 － －

（注）１ 第一回優先株式は現物出資（借入金の株式化　総額10億円）によって発行されたものです。

２ 第一回優先株式は金融支援の一環として借入金の株式化を行ったことにより発行されたため、議決権を有しておりません。第

一回優先株式の単元株式数は１株です。

３ 定款において、会社法第322条第２項に関する定めはしておりません。

４ 第一回優先株式に係る行使価額修正条項付新株予約権付社債等に関する事項について、権利の行使および売買の所有者との間

の取り決めはありません。

５ 提出日現在の発行数には、平成23年10月１日からこの四半期報告書提出日現在までの第一回優先株式の取得請求権の行使によ

り発行された株式数は含まれておりません。

６ 第一回優先株式の内容は次のとおりです。なお、旧商法下の発行条件を記載しております。

（1）発行株式数　　　　100,000株

（2）発行価額　　　　　１株につき10,000円

（3）発行価額の総額　　10億円

（4）優先配当金

① 優先配当金の額

優先配当金の額は、以下の算式に従い計算される金額とする。

　
第一回優先配当金＝10,000円×（日本円TIBOR＋1.00％）

　
第一回優先配当金は、円位未満少数第１位まで算出し、その少数第１位を四捨五入する。ただし、計算の結果、第一回優

先配当金が１株につき1,000円を超える場合は1,000円とする。

② 優先中間配当金の額

当社は、第一回優先株主または第一回優先登録質権者に対して、中間配当を行わない。
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③ 非累積条項

ある営業年度において、第一回優先株主または第一回優先登録質権者に対して支払う利益配当金の額が、第一回優先

配当金の額に達しないときは、その不足分は翌営業年度以降に累積しない。

④ 非参加条項

第一回優先株主または第一回登録質権者に対しては、第一回優先配当金を超えて配当は行わない。

（5）残余財産の分配

当社の残余財産を分配するときは、第一回優先株主または第一回登録質権者に対し、普通株主または普通登録質権者

に先立ち、第一回優先株式１株につき10,000円を支払う。

第一回優先株主または第一回優先登録質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。

（6）買受けまたは消却

当社は、いつでも第一回優先株式を買受け、これを保有し、または株主に配当すべき利益をもって当該買入価格により

消却することができる。

当社が、本規定に従って優先株式を買受ける場合、他の種類の株式を有する株主は、商法第210条第７項の請求をなし

得ず、同株主に関する請求権にかかる同条第６項の招集通知の記載を要しない。

（7）議決権

第一回優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

（8）併合または分割、新株引受権等

当社は、第一回優先株式について、株式の併合または分割を行わない。

当社は、第一回優先株主に対し、新株の引受権、新株予約権の引受権、新株予約権付社債の引受権または分離して譲渡

することができる新株予約権および社債の引受権を与えない。

（9）転換予約権

第一回優先株主は、１株につき下記に定める条件により第一回優先株式を当社の普通株式に転換することができる。

① 転換を請求し得べき期間

第一回優先株式の転換を請求し得べき期間は、平成21年７月１日以降とする。

② 当初転換価額

当初転換価額は、1,076円とする。

③ 転換価額の修正

転換価額は、平成22年３月１日以降、毎年３月１日（以下、それぞれ「転換価額修正日」という。）に、各転換価額修正

日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社大阪証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値

の平均値（終値のない日を除く。）に修正される。ただし、上記計算の結果、修正後転換価額が当初転換価額の70％に相

当する金額（以下「下限転換価額」という。）を下回る場合には下限転換価額をもって、また、修正後転換価額が当初転

換価額の100％に相当する金額（以下「上限転換価額」という。）を上回る場合には上限転換価額をもって修正後転換

価額とする。

なお、平成23年３月１日に転換価額を924円に修正した。

④ 転換により発行すべき普通株式数

第一回優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。

　
転換により発行

＝
第一回優先株式が転換請求のために提出した第一回優先株式の発行価額の総額

すべき普通株式 転換価額

　
発行すべき普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

⑤ 転換後第１回目の配当

第一回優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の利益配当金は、転換の請求が３月１日から８月31日

までになされたときには３月１日に、９月１日から翌年２月末日までになされたときは９月１日にそれぞれ転換があっ

たものとみなしてこれを支払う。

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

第一回優先株式

　
第１四半期会計期間
(平成23年３月１日から
  平成23年５月31日まで)

第２四半期会計期間
(平成23年６月１日から
  平成23年８月31日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価

額修正条項付新株予約権付社債券等の数（株）
― 3,918

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数

（株）
― 42,401

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価

額等（円）
― 924

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額

（百万円）
― ―

当該四半期会計期間の末日における権利行使され

た当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等

の数の累計（株）

13,716 17,634

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額

修正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の交

付株式数（株）

134,874 177,275

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額

修正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の平

均行使価額等（円）

1,017 994

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額

修正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の資

金調達額（百万円）

― ―

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金

増減額

(百万円)

資本準備金

残高

(百万円)

平成23年６月28日

（注）１
△151,0955,065,724 ― 2,291 ― 2,285

平成23年６月１日～

平成23年８月31日

（注）２

42,4015,108,125 ― 2,291 ― 2,285

（注）１　平成23年６月28日開催の取締役会において、第一回優先株式1,095株、第二回優先株式150,000株を消却したこ

とによる減少です。

２　第一回優先株式の取得請求権行使による増加です。

３　平成23年９月１日から平成23年９月30日までに第一回優先株式の取得請求権行使により発行済株式総数が

7,543株増加しております。
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(6) 【大株主の状況】

所有株式数別

平成23年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

岡谷鋼機株式会社 愛知県名古屋市中区栄二丁目４番18号 2,500 48.94

日立ツール株式会社 東京都港区芝浦一丁目２番１号 310 6.08

株式会社タンガロイ 福島県いわき市好間工業団地11番１ 309 6.05

ユニオンツール株式会社 東京都品川区南大井四丁目15番８号 309 6.05

京セラ株式会社 京都府京都市伏見区竹田鳥羽殿町６ 308 6.02

株式会社不二越 富山県富山市不二越本町一丁目１番１号 156 3.07

ＳＭＣ株式会社
東京都千代田区外神田四丁目14番１号
秋葉原ＵＤＸ

154 3.02

日東工器株式会社 東京都大田区仲池上二丁目９番４号 154 3.01

大昭和精機株式会社 大阪府東大阪市西石切町三丁目３号39号 154 3.01

ＮａＩＴＯ取引先持株会 東京都北区昭和町二丁目１番11号 116 2.27

計 － 4,473 87.56

（注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しています。

　

所有議決権数別

平成23年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数

(個)

総株主の

議決権に対する

所有議決権数

の割合(％)

岡谷鋼機株式会社 愛知県名古屋市中区栄二丁目４番18号 250,000 49.80

日立ツール株式会社 東京都港区芝浦一丁目２番１号 31,089 6.19

株式会社タンガロイ 福島県いわき市好間工業団地11番１ 30,949 6.16

ユニオンツール株式会社 東京都品川区南大井四丁目15番８号 30,908 6.15

京セラ株式会社 京都府京都市伏見区竹田鳥羽殿町６ 30,800 6.13

株式会社不二越 富山県富山市不二越本町一丁目１番１号 15,689 3.12

ＳＭＣ株式会社
東京都千代田区外神田四丁目14番１号
秋葉原ＵＤＸ

15,470 3.08

日東工器株式会社 東京都大田区仲池上二丁目９番４号 15,413 3.07

大昭和精機株式会社 大阪府東大阪市西石切町三丁目３号39号 15,403 3.06

ＮａＩＴＯ取引先持株会 東京都北区昭和町二丁目１番11号 11,606 2.31

計 － 447,327 89.11

（注）総株主の議決権に対する所有議決権数の割合は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しています。
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成23年８月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 優先株式 85,189 － （注）１

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 2,780

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,019,870 501,987 （注）２

単元未満株式 普通株式 286 － －

発行済株式総数　普通株式 　 5,022,936 － －

優先株式 85,189 － －

総株主の議決権 － 501,987 －

（注）１　第一回優先株式。内容については、「（1）株式の総数等、②発行済株式」に記載のとおりです。

２　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式（失念株式）が40株（議決権の数４個）含まれてい

ます。

　

②　【自己株式等】

平成23年８月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社NaITO

東京都北区昭和町

二丁目１番11号
2,780 － 2,780 0.05

計 － 2,780 － 2,780 0.05

（注）自己株式は普通株式です。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

（1）普通株式

月別
平成23年

３月

 

４月

 

５月

 

６月

 

７月

 

８月

最高(円) 970 938 945 904 898 877

最低(円) 633 851 830 795 861 802

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものです。

　

（2）第一回優先株式

第一回優先株式は非上場であるため、該当事項はありません。

　
３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号。

以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間（平成22年６月１日から平成22年８月31日まで）および前第２四半期累計期間（平成22

年３月１日から平成22年８月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期会計期間（平成23

年６月１日から平成23年８月31日まで）および当第２四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年８月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成22年６月１日から平成22年

８月31日まで）および前第２四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年８月31日まで）に係る四半期財務諸表

ならびに、当第２四半期会計期間（平成23年６月１日から平成23年８月31日まで）および当第２四半期累計期間（平成

23年３月１日から平成23年８月31日まで）に係る四半期財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期

レビューを受けております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は子会社を有していないので、連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期会計期間末
(平成23年８月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 278 310

受取手形及び売掛金 8,469 8,864

たな卸資産 ※2
 2,546

※2
 2,538

短期貸付金 2,100 1,300

その他 162 162

貸倒引当金 △10 △10

流動資産合計 13,547 13,164

固定資産

有形固定資産 ※1
 274

※1
 304

無形固定資産 64 71

投資その他の資産

投資有価証券 398 406

繰延税金資産 221 231

敷金及び保証金 1,414 1,386

その他 48 35

貸倒引当金 △29 △17

投資損失引当金 △4 △4

投資その他の資産合計 2,048 2,038

固定資産合計 2,387 2,413

資産合計 15,934 15,578

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,883 3,074

短期借入金 2,500 500

未払法人税等 119 42

賞与引当金 111 77

その他 225 209

流動負債合計 5,840 3,904

固定負債

退職給付引当金 561 602

役員退職慰労引当金 34 29

その他 181 198

固定負債合計 777 830

負債合計 6,617 4,734
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(単位：百万円)

当第２四半期会計期間末
(平成23年８月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成23年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,291 2,291

資本剰余金 2,285 2,285

利益剰余金 4,733 6,253

自己株式 △10 △10

株主資本合計 9,299 10,819

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 16 24

評価・換算差額等合計 16 24

純資産合計 9,316 10,844

負債純資産合計 15,934 15,578
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年８月31日)

売上高 17,109 17,906

売上原価 15,207 15,989

売上総利益 1,901 1,916

販売費及び一般管理費 ※1
 1,750

※1
 1,814

営業利益 151 102

営業外収益

受取利息 19 15

仕入割引 277 289

その他 17 18

営業外収益合計 314 322

営業外費用

支払利息 2 5

売上割引 144 161

その他 4 13

営業外費用合計 151 179

経常利益 314 245

特別利益

貸倒引当金戻入額 93 －

その他 0 －

特別利益合計 94 －

特別損失

固定資産処分損 0 1

投資有価証券評価損 1 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 8

特別損失合計 1 10

税引前四半期純利益 407 235

法人税、住民税及び事業税 13 110

法人税等調整額 131 △5

法人税等合計 144 105

四半期純利益 263 130

EDINET提出書類

株式会社ＮａＩＴＯ(E02903)

四半期報告書

15/26



【第２四半期会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期会計期間
(自 平成22年６月１日
　至 平成22年８月31日)

当第２四半期会計期間
(自 平成23年６月１日
　至 平成23年８月31日)

売上高 8,689 8,906

売上原価 7,708 7,953

売上総利益 980 952

販売費及び一般管理費 ※1
 898

※1
 906

営業利益 82 45

営業外収益

受取利息 8 3

仕入割引 134 137

その他 10 10

営業外収益合計 152 152

営業外費用

支払利息 1 3

売上割引 70 76

その他 0 6

営業外費用合計 71 87

経常利益 163 110

特別利益

貸倒引当金戻入額 3 －

保証債務取崩益 0 －

特別利益合計 3 －

特別損失

固定資産処分損 0 0

投資有価証券評価損 1 －

特別損失合計 1 0

税引前四半期純利益 165 110

法人税、住民税及び事業税 5 68

法人税等調整額 50 △30

法人税等合計 56 38

四半期純利益 109 72
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成22年３月１日
　至 平成22年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成23年３月１日
　至 平成23年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 407 235

減価償却費 33 42

貸倒引当金の増減額（△は減少） △103 12

退職給付引当金の増減額（△は減少） △34 △41

受取利息及び受取配当金 △29 △27

支払利息 2 5

売上債権の増減額（△は増加） △587 394

たな卸資産の増減額（△は増加） △270 △8

仕入債務の増減額（△は減少） 238 △190

その他 49 34

小計 △295 456

利息及び配当金の受取額 22 19

利息の支払額 △1 △5

法人税等の支払額 △14 △27

法人税等の還付額 184 1

営業活動によるキャッシュ・フロー △104 445

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2 △2

投資有価証券の取得による支出 △4 △4

短期貸付金の増減額（△は増加） 100 △799

その他 8 △1

投資活動によるキャッシュ・フロー 101 △808

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 2,000

リース債務の返済による支出 △2 △18

優先株式の取得による支出 － △1,650

配当金の支払額 △0 －

その他 － △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △2 331

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5 △32

現金及び現金同等物の期首残高 263 310

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 257

※1
 278
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　

当第２四半期累計期間

(自　平成23年３月１日　至　平成23年８月31日)

会計処理基準に関する事項

の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　

平成20年３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

　これにより、営業利益、経常利益はそれぞれ０百万円減少し、税引前四半期純利益は９

百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始により、投資その他の資産の

「敷金及び保証金」が９百万円減少しております。

　

【簡便な会計処理】

　

当第２四半期累計期間

(自　平成23年３月１日　至　平成23年８月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

　当第２四半期会計期間末における貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められる

ため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積額を算定しております。

２　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算出する方法によっており

ます。

３　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等および一時差異の発生状況に著しい

変化がないと認められるので、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する

方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第２四半期累計期間

(自　平成23年３月１日　至　平成23年８月31日)

該当事項はありません。
　

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　

当第２四半期会計期間末

(平成23年８月31日)

前事業年度末

(平成23年２月28日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 306百万円

　

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 278百万円

　

※２　たな卸資産の内訳 ※２　たな卸資産の内訳

商品 2,542百万円

貯蔵品 3百万円

　

商品 2,534百万円

貯蔵品 4百万円
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(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間

(自　平成22年３月１日

　至　平成22年８月31日)

当第２四半期累計期間

(自　平成23年３月１日

　至　平成23年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳 ※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

　給料手当及び賞与 649百万円

　退職給付費用 89百万円

　賞与引当金繰入額 80百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 5百万円
　

　給料手当及び賞与 642百万円

　賞与引当金繰入額 111百万円

　退職給付費用 86百万円

　貸倒引当金繰入額 12百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 5百万円

　

第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間

(自　平成22年６月１日

　至　平成22年８月31日)

当第２四半期会計期間

(自　平成23年６月１日

　至　平成23年８月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

　給料手当及び賞与 322百万円

　賞与引当金繰入額 59百万円

　退職給付費用 45百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 2百万円

 

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

　給料手当及び賞与 320百万円

　賞与引当金繰入額 59百万円

　退職給付費用 42百万円

　役員退職慰労引当金繰入額 2百万円

　貸倒引当金繰入額 △1百万円

 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期累計期間

(自　平成22年３月１日

　至　平成22年８月31日)

当第２四半期累計期間

(自　平成23年３月１日

　至　平成23年８月31日)

※１現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残高と
当第２四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額
との関係（平成22年８月31日現在）

※１現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残高と
当第２四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額
との関係（平成23年８月31日現在）

　

現金及び預金 257百万円

現金及び現金同等物 257百万円

　

現金及び預金 278百万円

現金及び現金同等物 278百万円
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(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末（平成23年８月31日）および当第２四半期累計期間（自　平成23年３月１日　至　平成23年８月31

日）

1　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期会計期間末

(株)

普通株式 5,022,936

第一回優先株式 85,189

計 5,108,125

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期会計期間末

(株)

普通株式 2,787

第一回優先株式 2,823

計 5,610

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2)　基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が当四半期会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

自己株式（優先株式）の取得および消却について

　当社は、平成23年５月24日開催の定時株主総会において、会社法第156条の規定に基づいて自己株式（第二回優先株

式）を取得することを決議し、これを受けて同日開催の取締役会において、会社法第157条の規定に基づいて具体的

な取得方法について決定し、以下のとおり実施いたしました。

　(1)　取得した株式の種類

　　　第二回優先株式

　(2)　取得した株式の総数

　　　150,000株

　(3)　株式の取得価額の総額

　　　1,650百万円

　(4)　取得した日

　　　平成23年６月17日

　(5)　取得の方法

　　　会社法第158条第１項に基づき、株主に対し、上記(1)から(4)に掲げる事項を通知したことにより買い受けいたし

ました。
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　上記により取得した自己株式（第二回優先株式）を平成23年６月28日開催の取締役会において、会社法第178条の

規定に基づき以下のとおり消却することを決議いたしました。

　(1)　消却した株式の種類

　　　第二回優先株式

　(2)　消却した株式数

　　　150,000株

これにより、利益剰余金が1,650百万円減少しております。

　

(持分法損益等)

関連会社に関する事項

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間

(自　平成22年３月１日

　至　平成22年８月31日)

当第２四半期累計期間

(自　平成23年３月１日

　至　平成23年８月31日)

　

持分法を適用した場合の投資利益の金額 4百万円

　

持分法を適用した場合の投資利益の金額 9百万円

　
　 　

　

第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間

(自　平成22年６月１日

　至　平成22年８月31日)

当第２四半期会計期間

(自　平成23年６月１日

　至　平成23年８月31日)

　

関連会社に対する投資の金額 10百万円

持分法を適用した場合の投資の金額 36百万円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 1百万円

　

　

関連会社に対する投資の金額 10百万円

持分法を適用した場合の投資の金額 45百万円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 6百万円

　
　 　

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第２四半期累計期間（自  平成23年３月１日  至  平成23年８月31日）および当第２四半期会計期間（自  平成23年

６月１日  至  平成23年８月31日）

　当社は切削工具、機械工具、産業機器、工作機械等の販売およびこれら付帯業務の単一セグメントであるため、記載を省略

しております。

　

（追加情報）

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号  平成21年３月27

日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号  平成20年３月

21日）を適用しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第２四半期会計期間末

(平成23年８月31日)

前事業年度末

(平成23年２月28日)

　

１株当たり純資産額 1,691円80銭

　

　

１株当たり純資産額 1,703円83銭

　
　 　

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間

(自　平成22年３月１日

　至　平成22年８月31日)

当第２四半期累計期間

(自　平成23年３月１日

　至　平成23年８月31日)

　

１株当たり四半期純利益金額 53円24銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

35円99銭

　

　

１株当たり四半期純利益金額 26円06銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

19円02銭

　
　 　

　

(注)　１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期累計期間
(自　平成22年３月１日
　至　平成22年８月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成23年３月１日
　至　平成23年８月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益（百万円） 263 130

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 263 130

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,940 4,989

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定

に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳

（百万円）

－ －

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 2,367 1,846

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在

株式について前事業年度末から重要な変動がある場

合の概要

－ －
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第２四半期会計期間

　
前第２四半期会計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年８月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成23年６月１日
　至　平成23年８月31日)

　

１株当たり四半期純利益金額 22円06銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

14円92銭

　

　

１株当たり四半期純利益金額 14円42銭

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

11円32銭

　
　 　

　

(注)　１株当たり四半期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期会計期間
(自　平成22年６月１日
　至　平成22年８月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成23年６月１日
　至　平成23年８月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益（百万円） 109 72

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 109 72

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,943 5,000

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定

に用いられた四半期純利益調整額の主要な内訳

（百万円）

－ －

四半期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（千株） 2,364 1,365

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在

株式について前事業年度末から重要な変動がある場

合の概要

－ －

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年10月７日

株 式 会 社 N a I T O

取 締 役 会 御 中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　　山　田　　　順

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　　山　川　　　勝

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 　　木　造　　眞　博

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社NaITOの平成22年３月１日から平成23年２月28日までの第60期事業年度の第２四半期会計期間（平成22

年６月１日から平成22年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年３月１日から平成22年８月31日

まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社NaITOの平成22年８月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年10月６日

株 式 会 社 N a I T O

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　木造　眞博

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　岡野　英生

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社NaITOの平成23年３月１日から平成24年２月29日までの第61期事業年度の第２四半期会計期間（平成23

年６月１日から平成23年８月31日まで）及び第２四半期累計期間（平成23年３月１日から平成23年８月31日

まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社NaITOの平成23年８月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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